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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリ乳酸と、ポリカーボネート系樹脂と、樹脂組成物全量を基準として７質量％以上１
５質量％以下である縮合リン酸エステルと、樹脂組成物全量を基準として０．２質量％以
上０．３質量％以下であるステアリン酸亜鉛と、無機充填剤と、を含み、
　前記ポリ乳酸と前記ポリカーボネート系樹脂との質量比（ポリ乳酸／ポリカーボネート
系樹脂）が、２５／７５～４５／５５であり、
　前記縮合リン酸エステルと前記無機充填剤との質量比（縮合リン酸エステル／無機充填
剤）が、７／３～５／５である、樹脂組成物。
【請求項２】
　カルボジイミド系化合物を更に含み、
　前記カルボジイミド系化合物の含有量が、樹脂組成物全量を基準として０．３質量％以
上２質量％以下である、請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の樹脂組成物を成形して得られる、樹脂成形体。
【請求項４】
　前記樹脂成形体が事務機器部品である、請求項３に記載の樹脂成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、樹脂組成物及び樹脂成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境保護の観点から、事務機器用、家電製品用の樹脂成形体の樹脂材料として環
境負荷の小さい生分解性樹脂を配合することが検討されている。なかでも、石油を一切使
用せずに穀物などから製造できるポリ乳酸が注目されている。しかし、ポリ乳酸は、一般
的に石油系の汎用プラスチックに比べて機械的強度が低く、耐熱性も劣る。そこで、芳香
族ポリカーボネート樹脂などの石油系ポリマーとともにポリ乳酸を配合して機械的強度及
び耐熱性を確保しようとする試みがなされている。
【０００３】
　一方、事務機器用、家電製品用の樹脂成形体においては、難燃要求が厳しいことから、
通常、高度な難燃性を付与するための難燃剤が配合される。最近では、加工時の腐食や燃
焼時の有毒ガスの発生を避けるために、非ハロゲン系難燃剤としてリン系難燃剤の使用が
主流となりつつある。しかし、リン系難燃剤の使用は、樹脂成形体の耐衝撃性を低下させ
る傾向にあるため、機械的強度と難燃性との両立が難しい。
【０００４】
　最近、ポリ乳酸、ポリカーボネート系樹脂及びリン系難燃剤を含む系に無機充填剤など
の耐衝撃向上剤を配合した樹脂組成物が提案されている（例えば、特許文献１を参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－０４８０６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載の樹脂組成物であっても、耐衝撃性の向上効果は必ず
しも十分であるとはいえず、家電製品や事務機器の筐体や部品に要求される特性を満足す
る樹脂成形体を得るには更なる改善の必要がある。
【０００７】
　なお、上記従来の樹脂組成物において、樹脂成形体の耐衝撃強度を上げるために無機充
填剤を更に高配合する方法が考えられるが、このような方法では柔軟性などの機械的特性
や耐熱性が低下してしまい、樹脂成形体の家電製品や事務機器への適用が困難となる。
【０００８】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、環境負荷が十分小さく、機械的特性
、耐熱性及び難燃性を高水準で満足する樹脂成形体の製造を可能とする樹脂組成物及びか
かる樹脂組成物から得られる樹脂成形体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するために、本発明の樹脂組成物は、ポリ乳酸と、ポリカーボネート系
樹脂と、樹脂組成物全量を基準として７質量％以上１５質量％以下である縮合リン酸エス
テルと、樹脂組成物全量を基準として０．２質量％以上０．３質量％以下であるステアリ
ン酸亜鉛と、無機充填剤と、を含み、前記ポリ乳酸と前記ポリカーボネート系樹脂との質
量比（ポリ乳酸／ポリカーボネート系樹脂）が、２５／７５～４５／５５であり、前記縮
合リン酸エステルと前記無機充填剤との質量比（縮合リン酸エステル／無機充填剤）が、
７／３～５／５である、樹脂組成物であることを特徴とする。
【００１０】
　本発明の樹脂組成物によれば、ポリ乳酸、ポリカーボネート系樹脂及び縮合リン酸エス
テルと、ステアリン酸金属塩とを組み合わせて用いることで、従来のポリ乳酸及びポリカ
ーボネート系樹脂の混合系では達成困難であった高い水準の機械的強度、耐熱性及び難燃
性を有するとともに環境負荷が十分小さい樹脂成形体を得ることが可能となる。
【００１１】
　本発明の樹脂組成物が上記の効果を奏する理由は必ずしも明らかではないが、本発明者
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らは以下のとおり推察する。ポリ乳酸及びポリカーボネート系樹脂が含まれる樹脂材料系
にステアリン酸金属塩（本発明においては、ステアリン酸亜鉛）を配合すると、これらの
親和性の悪さからステアリン酸金属塩が材料表面に集まる傾向にあり、このような傾向は
樹脂材料を成形して得られる成形体においても同様に生じ得ると本発明者らは考える。そ
して、ステアリン酸金属塩が材料表面に集まることで、バイオマス樹脂を含有する従来材
料の課題でもあった、「樹脂材料の保存時に生じるブロッキング」、「射出成形機での鳴
き」及び「樹脂流動性の不均一さ」を十分防止する効果が生み出され、その結果、得られ
る樹脂成形体において機械的強度、耐熱性及び難燃性のすべてが高水準で達成されたもの
と本発明者らは推察する。
【００１２】
　また、本発明の樹脂組成物によれば、無機充填剤などの添加剤を配合しており、柔軟性
や耐熱性を十分確保しつつ耐衝撃強度を向上させることが可能であるという効果が得られ
る。このような効果は、樹脂組成物に添加剤が配合された場合でも、ステアリン酸金属塩
の金属塩部分と添加剤との相互作用によって、添加剤の表面がステアリン酸金属塩でコー
トされたようになり、添加剤の分散性が向上することで得られたものと本発明らは考える
。例えば、タルクを配合した場合は、タルクの表面がステアリン酸金属塩でコートされた
ようになることでタルクの分散性が向上し、樹脂成形体の柔軟性や耐熱性を損なわずに耐
衝撃強度を効率よく高めることができる。
【００１３】
　本発明の樹脂組成物において、縮合リン酸エステルの含有量は、樹脂組成物全量を基準
として７質量％以上１５質量％以下である。縮合リン酸エステルの含有量が７質量％未満
であると、難燃性が十分に得られにくくなる傾向にあり、また樹脂成形体の柔軟性が大き
く低下する場合がある。一方、縮合リン酸エステルの含有量が１５質量％を超えると、樹
脂成形体の耐熱性が大きく低下する場合がある。
【００１４】
　また、本発明の樹脂組成物は、カルボジイミド系化合物を更に含み、当該カルボジイミ
ド系化合物の含有量が樹脂組成物全量を基準として０．３質量％以上２質量％以下である
ものが好ましい。これにより、樹脂成形体の難燃性を高い水準で達成しつつ耐衝撃強度及
び柔軟性を更に向上させることができる。なお、カルボジイミド系化合物の含有量が０．
３質量％未満であると、耐衝撃強度や柔軟性の向上効果が得られにくくなり、２質量％を
超えると、樹脂成形体が硬くなりすぎて、耐衝撃強度や柔軟性が不十分となる場合がある
。
【００１５】
　本発明の樹脂組成物においては、樹脂成形体の難燃性を高水準で達成しつつ耐衝撃強度
及び柔軟性をより一層向上させる観点から、縮合リン酸エステルの含有量が樹脂組成物全
量を基準として７質量％以上１５質量％以下であり、水酸基と反応して結合可能な官能基
を２以上有する多官能化合物を、樹脂組成物全量を基準として０．３質量％以上２質量％
以下含むことが好ましい。
【００１６】
　また、本発明の樹脂組成物において、ポリ乳酸とポリカーボネート系樹脂との質量比が
２５／７５～４５／５５である。ポリ乳酸及びポリカーボネート系樹脂を上記の比率の範
囲内で配合すると、樹脂成形体の植物度を十分高めることができるとともに、ポリ乳酸及
びポリカーボネート系樹脂が適度な大きさの非相溶ドメインを形成することで、耐衝撃強
度及び柔軟性などの機械的特性並びに耐熱性についてバランスのとれた特性を発現させる
ことができる。
【００１７】
　本発明はまた、本発明の樹脂組成物を成形して得られる樹脂成形体を提供する。本発明
の樹脂成形体は、本発明の樹脂組成物を成形して得られるものであることにより、高水準
の機械的強度、耐熱性及び難燃性を有するとともに環境負荷が十分小さいものとなり得る
。
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【００１８】
　本発明の樹脂成形体は、高水準の機械的強度、耐熱性及び難燃性を有することができる
ことから、事務機器部品であることが好ましい。また、この事務機器部品は、植物度が高
い場合であっても、上記の特性を満足することができる。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明よれば、環境負荷が十分小さく、機械的特性、耐熱性及び難燃性を高水準で満足
する樹脂成形体の製造を可能とする樹脂組成物及びかかる樹脂組成物から得られる樹脂成
形体を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。
【００２１】
＜樹脂組成物＞
　本実施形態の樹脂組成物は、ポリ乳酸と、ポリカーボネート系樹脂と、縮合リン酸エス
テルと、ステアリン酸金属塩とを含む。
　但し、本実施形態においては、縮合リン酸エステルとしては、樹脂組成物全量を基準と
して７質量％以上１５質量％以下であるものを、ステアリン酸金属塩としては、樹脂組成
物全量を基準として０．２質量％以上０．３質量％以下であるステアリン酸亜鉛を適用す
る。
　また、樹脂組成物は、無機充填剤が含まれるものであり、ポリ乳酸とポリカーボネート
系樹脂との質量比（ポリ乳酸／ポリカーボネート系樹脂）が、２５／７５～４５／５５で
あり、縮合リン酸エステルと無機充填剤との質量比（縮合リン酸エステル／無機充填剤）
が、７／３～５／５であるものを適用する。
【００２２】
　本実施形態で用いられるポリ乳酸としては、乳酸単位が繰り返されるポリマーであれば
特に限定されず、公知のポリ乳酸を用いることができる。また、ポリ乳酸の乳酸成分は、
Ｌ体、Ｄ体、或いは、双方が含まれてもよい。柔軟性の観点から、ポリ乳酸の乳酸成分の
うち、Ｌ体の含有量が８０質量％以上、若しくはＤ体の含有量が８０質量％以上であるこ
とが好ましい。
【００２３】
　ポリ乳酸は、本発明の効果を損なわない範囲であれば、乳酸以外の他の共重合成分を含
んでいてもよい。他の共重合成分としては、例えば、ヒドロキシ酪酸類、ヒドロキシバレ
ン酸類、クエン酸類などが挙げられる。
【００２４】
　ポリ乳酸の分子量については、特に制限されないが、重量平均分子量が１００００以上
２０００００以下であることが好ましく、２００００以上１５００００以下であることが
より好ましい。ポリ乳酸の重量平均分子量が１００００未満であると、耐衝撃強度などの
機械的特性が十分に得られにくくなる傾向にある。一方、ポリ乳酸の重量平均分子量が２
０００００を超えると、樹脂組成物の流動性が低下し、成形性が悪くなる傾向にある。
【００２５】
　本実施形態の樹脂組成物におけるポリ乳酸の含有量は、樹脂組成物全量を基準として２
５質量％以上９０質量％以下が好ましく、３０質量％以上４０質量％以下がより好ましい
。ポリ乳酸の含有量が、２５質量％未満であると、環境負荷低減効果が十分に得られにく
くなり、９０質量％を超えると、樹脂成形体の耐衝撃強度及び耐熱性が著しく低下する場
合がある。
【００２６】
　本実施形態で用いられるポリカーボネート系樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ
型、Ｚ型、Ｓ型、ＭＩＢＫ型、ＡＰ型、ＴＰ型、ビフェニル型、ビスフェノールＡ水添加
物型など公知の芳香族ポリカーボネート樹脂が挙げられる。これらの芳香族ポリカーボネ
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ート樹脂は、通常、二価フェノールとカーボネート前駆体との反応により製造される。
【００２７】
　二価フェノールとしては、例えば、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
〔ビスフェノールＡ〕、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル
）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロアルカン、ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）オキシド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）スルホン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）エーテル及びビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトン等を挙げることがで
きる。これらの二価フェノールは、それぞれ単独で用いてもよいし、二種以上を混合して
用いてもよい。
【００２８】
　特に、好ましい二価フェノールとしては、耐熱性と柔軟性の点から、２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）プロパン〔ビスフェノールＡ〕、ビス（４－ヒドロキシフェニル
）スルホンである。
【００２９】
　カーボネート前駆体としては、例えば、カルボニルハライド、カルボニルエステル、及
びハロホルメート等が挙げられ、より具体的には、ホスゲン、二価フェノールのジハロホ
ーメート、ジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネート及びジエチルカーボネート等
が挙げられる。
【００３０】
　ポリカーボネート系樹脂の分子量については、特に制限されないが、重量平均分子量が
１００００以上１０００００以下であることが好ましく、１５０００以上５００００以下
がより好ましい。ポリカーボネート系樹脂の重量平均分子量が１００００未満であると、
耐衝撃強度などの機械的特性が十分に得られにくくなる傾向にある。一方、ポリカーボネ
ート系樹脂の重量平均分子量が１０００００を超えると、樹脂組成物の流動性が低下し、
成形性が悪くなる傾向にあり、また、ポリ乳酸との相溶性が極端に低下する場合がある。
【００３１】
　本実施形態の樹脂組成物におけるポリカーボネート系樹脂の含有量は、ポリ乳酸とポリ
カーボネート系樹脂との質量比（ポリ乳酸／ポリカーボネート系樹脂）が２５／７５～４
５／５５の範囲となるように設定することが好ましい。ポリ乳酸及びポリカーボネート系
樹脂を上記の比率の範囲内で配合すると、両者が適度な大きさの非相溶ドメインを形成し
、耐衝撃強度及び柔軟性などの機械的特性並びに耐熱性についてバランスのとれた特性を
発現させることができる。
【００３２】
　本実施形態で用いられる縮合リン酸エステルとしては、ビスフェノールＡ型、ビフェニ
レン型、イソフタル型などの芳香族縮合リン酸エステルを好適に使用することができる。
芳香族縮合リン酸エステルの具体例としては、レゾルシノールポリフェニルホスフェート
、レゾルシノールポリ（ジ－２，６－キシリル）ホスフェート、ビスフェノールＡポリク
レジルホスフェート、ハイドロキノンポリ（２，６－キシリル）ホスフェートならびにこ
れらの縮合物などの縮合リン酸エステルを挙げることができる。また、本実施形態におい
ては、芳香族の種類が異なる縮合リン酸エステル同士を併用してもよい。また、縮合リン
酸エステルとして、大八化学社製ＰＸ－２００、ＰＸ－２０１、ＰＸ－２０２、ＣＲ－７
３３Ｓ、ＣＲ－７４１、ＣＲ７４７などの市販品を用いてもよい。
【００３３】
　本実施形態の樹脂組成物における縮合リン酸エステルの含有量は、樹脂組成物全量を基
準として、７質量％以上１５質量％以下が好ましく、８質量％以上１２質量％以下がより
好ましい。縮合リン酸エステルの含有量が７質量％未満であると、難燃性が十分に得られ
にくくなる傾向にあり、また樹脂成形体の柔軟性が大きく低下する場合がある。一方、縮
合リン酸エステルの含有量が１５質量％を超えると、樹脂成形体の耐熱性が大きく低下す
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る場合がある。
【００３４】
　本実施形態で用いられるステアリン酸金属塩としては、例えば、ステアリン酸亜鉛、ス
テアリン酸マグネシウム、ステアリン酸コバルト、ステアリン酸鉛が挙げられる。これら
は、１種を単独で、又は２種以上を組み合わせて配合することができる。また、上記のス
テアリン酸金属塩のうち、ドメインサイズを最適化する効果が得られやすい点で、ステア
リン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムが好ましい。
【００３５】
　本実施形態の樹脂組成物におけるステアリン酸金属塩の含有量は、樹脂組成物全量を基
準として、０．１質量％以上５質量％以下が好ましく、０．２質量％以上３質量％以下が
より好ましい。ステアリン酸金属塩の含有量が０．１質量％未満であると、ドメインサイ
ズの制御が不十分になりやすく、柔軟性などの特性が低下する傾向にあり、５質量％を超
えると、機械強度が低下する傾向にある。
【００３６】
　本実施形態の樹脂組成物には、水酸基と反応して結合可能な官能基を２以上有する多官
能化合物を更に含有させることが好ましい。これにより、樹脂成形体の難燃性を高い水準
で達成しつつ耐衝撃強度及び柔軟性を更に向上させることができる。本実施形態で達成可
能な耐衝撃強度は、ポリ乳酸、ポリカーボネート系樹脂及び縮合リン酸エステルの構成に
おいて予測される以上のものである。このような効果が得られる理由について、本発明者
らは以下のとおり考えている。すなわち、本実施形態の樹脂組成物においてはステアリン
酸金属塩の配合によって各成分の分散性が良好になり得る。そのため、多官能化合物につ
いても、ステアリン酸金属塩を配合していない系に比べて良好に分散すると考えられる。
この良好に分散された多官能化合物によってポリ乳酸がより均一に高分子量化或いはネッ
ト化され、予測を上回る優れた耐衝撃強度が達成されたものと本発明らは推察する。
　但し、本実施形態においては、水酸基と反応して結合可能な官能基を２以上有する多官
能化合物として、カルボジイミド系化合物を適用する。
【００３７】
　本実施形態で用いられる上記多官能化合物としては、例えば、カルボジイミド系、カル
ボン酸系、エポキシ系、アミン系、イソシアネート系化合物などが挙げられる。これらの
化合物は市販品を用いることができ、例えば、カルボジイミド系化合物として「カルボジ
ライトＬＡ－１」（日清紡社製、商品名）、カルボン酸系化合物としてコハク酸（日本触
媒社製、商品名「コハク酸」）、エポキシ系化合物として「エピコート１００１」（ジャ
パンエポキシレジン社製、商品名）、イソシアネート系化合物としてパラフェニレンジイ
ソシアネート（日本ポリウレタン社製、商品名「ＰＰＤＩ」）などが挙げられる。
【００３８】
　本実施形態の樹脂組成物における上記多官能化合物の含有量は、樹脂組成物全量を基準
として、０．３質量％以上２質量％以下が好ましい。多官能化合物の含有量が０．３質量
％未満であると、耐衝撃強度や柔軟性の向上効果が十分に得られにくくなり、２質量％を
超えると、樹脂成形体が硬くなりすぎて、耐衝撃強度や柔軟性が不十分となる場合がある
。
【００３９】
　また、本実施形態の樹脂組成物には、フィラーを更に含有させることができる。フィラ
ーとしては、公知の有機充填材や無機充填材を用いることができ、より具体的には、炭酸
カルシウム、炭酸亜鉛、タルク、ワラストナイト、タルク、シリカ、アルミナ、酸化マグ
ネシウム、アルミン酸ナトリウム、珪酸カルシウム、ガラスバルーン、カーボンブラック
、金属繊維、セラミックウィスカー、窒化ホウ素、グラファイト、ガラス繊維などの無機
繊維、ケナフなどの有機繊維、炭素繊維などを用いることができる。また、フィラーとし
ては、上記の他、セルロース微粒子、木片、籾殻、おからなどを用いることができる。上
記のフィラーは、一種を単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４０】
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　本実施形態においては、ステアリン酸金属塩との接着性が強い点で、タルク、ケナフを
用いることが好ましい。これらのフィラーを用いる場合、フィラー表面がステアリン酸金
属塩でコートされやすくなるため、フィラーの分散性を向上させることが容易となり、曲
げ弾性の低下を十分抑制しつつ耐衝撃強度を更に高めることが可能となる。
【００４１】
　本実施形態の樹脂組成物がタルク等のフィラーを含む場合、フィラーの含有量は、縮合
リン酸エステルとフィラーとの質量比（縮合リン酸エステル／フィラー）が７／３～５／
５の範囲となるように設定することが好ましい。縮合リン酸エステルとフィラーとの質量
比が上記範囲内であると、樹脂成形体の耐衝撃強度と難燃性とを高水準で両立することが
できる。
【００４２】
　また、本実施形態の樹脂組成物は、本発明の効果を損なわない範囲で、上記ポリ乳酸及
びポリカーボネート系樹脂以外の樹脂を含有することができる。このような樹脂としては
、例えば、ポリヒドロキシアルカノエート樹脂、脂肪族ポリエステル樹脂、芳香族ポリエ
ステル樹脂、ＡＢＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリ
アミド樹脂、ポリイミド樹脂などが挙げられる。
【００４３】
　更に、本実施形態の樹脂組成物は、必要に応じて、上記多官能化合物及び上記フィラー
以外の添加剤を含むことができる。このような添加剤としては、例えば、着色剤、酸化防
止剤、帯電防止剤、離型剤、耐候剤、耐光剤などが挙げられる。
【００４４】
　以上説明した本実施形態の樹脂組成物によれば、耐衝撃強度及び柔軟性、耐熱性及び難
燃性に優れた樹脂成形体を形成することができる。よって、本実施形態の樹脂組成物は、
例えば、家電製品や事務機器の筐体、各種部品などを構成する樹脂成形体を製造する場合
に好適である。また、本実施形態の樹脂組成物は、高い植物度を有する場合（例えば、ポ
リ乳酸が樹脂組成物全量を基準として３０質量％以上９０質量％以下含有される場合）で
あっても、上記の効果を奏することができる。
【００４５】
　また、本実施形態の樹脂組成物によれば、バイオマス樹脂を含有する従来材料の課題で
もあった、「樹脂材料の保存時に生じるブロッキング」、「射出成形機での鳴き」及び「
樹脂流動性の不均一さ」を十分防止できるという効果を奏する。樹脂材料の保存時のブロ
ッキングについては、例えば、８０～１００℃の温度、６～１２時間の乾燥後、樹脂同志
がブロッキングを起こさないようにすることが本実施形態の樹脂組成物により可能である
。
【００４６】
＜樹脂成形体＞
　本実施形態の樹脂成形体は、上述した本実施形態の樹脂組成物を成形することにより得
ることができる。具体的には、例えば、ポリ乳酸、ポリカーボネート系樹脂、縮合リン酸
エステル、ステアリン酸金属塩、必要に応じて、多官能化合物、フィラー及びその他添加
剤をそれぞれ所定量準備し、これらを２軸混練装置などの混錬機を用いて混錬することに
より樹脂コンパウンドを得る。次に、この樹脂コンパウンドを、例えば、射出成形、押し
出し成形、ブロー成形、熱プレス成形などの成形方法により成形して、本実施形態に係る
樹脂成形体を得ることができる。
【００４７】
　上記樹脂コンパウンドは、本実施形態の樹脂組成物から構成されることにより、保存時
のブロッキングが発生しにくいものとなり得る。また、上記樹脂コンパウンドは、成形時
の鳴き（特には射出成形機における鳴き）が少なく、均一な流動性を示すことができる。
これらの作用により、耐衝撃強度及び柔軟性、耐熱性及び難燃性に優れた樹脂成形体を容
易に製造することができる。
【００４８】
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　樹脂コンパウンドを得る際の混錬温度は、１８０℃以上２５０℃以下とすることができ
る。
【００４９】
　成形条件は、本発明の効果を損なわない範囲であれば特に制限されないが、例えば、射
出成形の場合、射出温度は１８０℃以上２５０℃以下、金型温度は１５℃以上１３０℃以
下が好ましい。
【００５０】
　本実施形態の樹脂成形体は、機械的強度（耐衝撃強度及び柔軟性）、耐熱性及び難燃性
に優れているため、事務機器、家電製品、容器などの用途に好適に用いることができる。
より具体的には、家電製品や事務機器などの筐体、各種部品など、ラッピングフィルム、
ＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤなどの収納ケース、食器類、食品トレイ、飲料ボトル、薬品ラップ
材などであり、中でも、プリンター、複写機、ファックスなどに代表される事務機器の部
品に好適である。事務機器部品は、複雑な形状を有しているものが多く、また重量物であ
るので極めて高い耐衝撃強度が要求され、さらには高い難燃性が要求されるが、本実施形
態の樹脂成形体によれば、このような要求特性を十分満足させることができる。
【００５１】
＜事務機器部品＞
　本実施形態の事務機器部品は、その全部が上記本実施形態の樹脂成形体で構成されてい
てもよく、その一部が上記本実施形態の樹脂成形体で構成されていてもよい。
【００５２】
　図１は、本発明の樹脂成形体の一実施形態に係る事務機器部品を備える画像形成装置を
、前側から見た外観斜視図である。図１の画像形成装置１００は、本体装置１１０の前面
にフロントカバー１２０ａ，１２０ｂを備えている。これらのフロントカバー１２０ａ，
１２０ｂは、操作者が装置内を操作できるよう開閉可能となっている。これにより、操作
者は、トナーが消耗したときにトナーを補充したり、消耗したプロセスカートリッジを交
換したり、装置内で紙詰まりが発生したときに詰まった用紙を取り除いたりすることがで
きる。図１には、フロントカバー１２０ａ，１２０ｂが開かれた状態の装置が示されてい
る。
【００５３】
　本体装置１１０の上面には、用紙サイズや部数等の画像形成に関わる諸条件が操作者か
らの操作によって入力される操作パネル１３０、及び、読み取られる原稿が配置されるコ
ピーガラス１３２が設けられている。また、本体装置１１０は、その上部に、コピーガラ
ス１３２上に原稿を自動的に搬送することができる自動原稿搬送装置１３４を備えている
。更に、本体装置１１０は、コピーガラス１３２上に配置された原稿画像を走査して、そ
の原稿画像を表わす画像データを得る画像読取装置を備えている。この画像読取装置によ
って得られた画像データは、制御部を介して画像形成ユニットに送られる。なお、画像読
取装置及び制御部は、本体装置１１０の一部を構成する筐体１５０の内部に収容されてい
る。また、画像形成ユニットは、着脱可能なプロセスカートリッジ１４２として筐体１５
０に備えられている。プロセスカートリッジ１４２の着脱は、操作レバー１４４を回すこ
とによって可能となる。
【００５４】
　本体装置１１０の筐体１５０には、トナー収容部１４６が取り付けられており、トナー
供給口１４８からトナーを補充することができる。トナー収容部１４６に収容されたトナ
ーは現像装置に供給されるようになっている。
【００５５】
　一方、本体装置１１０の下部には、用紙収納カセット１４０ａ，１４０ｂ，１４０ｃが
備えられている。また、本体装置１１０には、一対のローラで構成される搬送ローラが装
置内に複数個配列されることによって、用紙収納カセットの用紙が上部にある画像形成ユ
ニットまで搬送される搬送経路が形成されている。なお、各用紙収納カセットの用紙は、
搬送経路の端部近傍に配置された用紙取出し機構によって１枚ずつ取り出されて、搬送経
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路へと送り出される。また、本体装置１１０の側面には、手差しの用紙トレイ１３６が備
えられており、ここからも用紙を供給することができる。
【００５６】
　画像形成ユニットによって画像が形成された用紙は、本体装置１１０の一部を構成する
筐体１５２によって支持された相互に当接する２個の定着ロールの間に順次移送された後
、本体装置１１０の外部に排紙される。本体装置１１０には、用紙トレイ１３６が設けら
れている側と反対側に排出トレイ１３８が複数備えられており、これらのトレイに画像形
成後の用紙が排出される。
【００５７】
　画像形成装置１００において、フロントカバー１２０ａ，１２０ｂは、開閉時の応力及
び衝撃、画像形成時の振動、画像形成装置内で発生する熱などの負荷を多く受ける。また
、プロセスカートリッジ１４２は、着脱の衝撃、画像形成時の振動、画像形成装置内で発
生する熱などの負荷を多く受ける。また、筐体１５０及び筐体１５２は、画像形成時の振
動、画像形成装置内で発生する熱などの負荷を多く受ける。そのため、本発明の樹脂成形
体は、画像形成装置１００のフロントカバー１２０ａ，１２０ｂ、プロセスカートリッジ
１４２の外装、筐体１５０、及び筐体１５２として用いられるのが好適である。
【実施例】
【００５８】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定さ
れるものではない。
【００５９】
（実施例１、２、４～９、１２、１３、参考例３、１０、１１、１４～２０及び比較例１
～７）
　表１又２に示す材料を、表１又は２に示す質量比で、２軸混練装置（東芝機械製、製品
名「ＴＥＭ５８ＳＳ」）を用いて混錬し、実施例１～２０及び比較例１～７の樹脂コンパ
ウンドをそれぞれ得た。なお、混錬は、シリンダ温度２２０℃で行った。
【００６０】
　表１及び２に示される各材料は、以下のものを使用した。
ポリ乳酸：「テラマックＴＥ－４０００」（ユニチカ社製、商品名、重量平均分子量６０
０００）。
ポリカーボネート：「カリバーＳ－２００」（住友化学社製、商品名、重量平均分子量２
２０００）。
縮合リン酸エステル「ＰＸ－２００」：大八化学社製、商品名。
縮合リン酸エステル「ＣＲ－７４１」：大八化学社製、商品名。
タルク「ＰＫＰ－５３」：富士タルク工業社製、商品名。
タルク「ＭＫ－４８」：富士タルク工業社製、商品名。
カルボジイミド「カルボジライトＬＡ－１」：日清紡社製、商品名。
ステアリン酸亜鉛：和光純薬社製。
ステアリン酸マグネシウム：和光純薬社製。
ステアリン酸：和光純薬社製。
ステアリン酸フェニル：和光純薬社製。
【００６１】
＜ブロッキングの評価＞
　上記で得られた樹脂コンパウンド５０ｋｇを、内径３０ｃｍ、高さ１ｍのホッパードラ
イヤー内に入れ、８０℃で８時間乾燥した。その後、ブロッキング発生の有無について目
視にて確認した。結果を表３に示す。
【００６２】
＜樹脂成形体の作製及びその評価＞
　上記で得られた樹脂コンパウンドをそれぞれ、射出成形機（日精樹脂工業社製、製品名
「ＮＥＸ５０」）を用いてシリンダ温度２２０℃、金型温度５０℃で射出成形し、ＩＳＯ
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多目的ダンベル試験片（ＩＳＯ５２７引張試験、ＩＳＯ１７８曲げ試験に対応した試験片
）（試験部厚さ４ｍｍ、幅１０ｍｍ）及びＵＬ-９４におけるＶテスト用ＵＬ試験片（厚
さ０．８ｍｍ、１．６ｍｍ）を作製した。これらの試験片を用い、下記の方法に従ってシ
ャルピー耐衝撃強度、曲げ破断歪み及び熱変形温度の測定と、難燃性試験を実施した。結
果を表３に示す。
【００６３】
［シャルピー耐衝撃強度］
　ＩＳＯ多目的ダンベル試験片をノッチ加工したものを用い、ＩＳＯ－１７９に規定の方
法に従って耐衝撃試験装置（東洋精機社製、ＤＧ－５）によりシャルピー耐衝撃強度（ｋ
Ｊ／ｍ２）を測定した。
【００６４】
［曲げ破断歪み］
　ＩＳＯ多目的ダンベル試験片をクランプ部切断加工したものを用い、ＩＳＯ－１７８に
規定の方法に従ってインストロン（東洋精機、ストログラフＳＶ５０）により曲げ試験を
実施し、曲げ破断歪み（％）を測定した。
【００６５】
［熱変形温度］
　ＩＳＯ多目的ダンベル試験片をクランプ部切断加工したものを用い、ＩＳＯ－７５に規
定の方法に準拠して、０．４５ＭＰａおよび１．８０ＭＰａ荷重時の熱変形温度をそれぞ
れ測定した。
【００６６】
［難燃性試験］
　Ｖテスト用ＵＬ試験片を用い、ＵＬ－９４に規定の方法に準拠して、ＵＬ－Ｖテストを
実施した。なお、表中では、難燃グレードを難燃性の高い順にＶ－０、Ｖ－１、Ｖ－２と
して示した。また、表中、「Ｖ－Ｎｏｔ」は、ＵＬ－ＶテストにおいてＶレベル未達であ
ったことを意味する。
【００６７】
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【表１】

【００６８】
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【表２】

 
【００６９】
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【表３】

【００７０】
　表１に示されるように、ポリ乳酸と、ポリカーボネート系樹脂と、縮合リン酸エステル
と、ステアリン酸金属塩とを配合して得られた実施例１、２、４～９、１２、１３の樹脂
成形体は、十分に高いシャルピー耐衝撃強度、曲げ破断歪及び熱変形温度を有し、Ｖ－２
レベルの難燃性を有していることが確認された。
【００７１】
（実施例２１、２２、２４～２９、３２、３３、参考例２３、３０、３１、３４～４０及
び比較例８～１４）
　ホッパードライヤー内で８０℃、８時間の乾燥を行った実施例１～２０及び比較例１～
７の樹脂コンパウンド（樹脂組成物）を用い、射出成形機（日精樹脂工業、製品名「ＮＥ
Ｘ７００００」）により、シリンダ温度２２０℃、金型温度５０℃の条件で、富士ゼロッ
クス社製複合機「Ｄｏｃｕｃｅｎｔｅｒ５００」の内装カバーをそれぞれ成形した。図２
（ａ）は成形した内装カバー１０を示す上面図であり、（ｂ）～（ｄ）はそれぞれ図２（
ａ）におけるｂ－ｂ矢印、ｃ－ｃ矢印及びｄ－ｄ矢印断面図を示し、（ｅ）は図２（ａ）
におけるｅ－ｅ矢印断面図を示す。図２に示されるように、内装カバーには、スナップフ
ィット部やボス部が設けられている。
【００７２】
　内装カバーの成形時における成形機鳴き発生の有無について確認した。また、樹脂コン
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パウンドの成形時の流動性について評価するため、内装カバーの外観に不均一部分が有る
か無いかを目視にて確認した。結果を表４に示す。
【００７３】
　また、上記で得られた内装カバーについて、下記の方法に従って耐衝撃強度、柔軟性及
び難燃性を評価した。それぞれの結果を表４に示す。
【００７４】
［耐衝撃強度についての評価］
　図３に示すように、内装カバーに対して、１３００ｍｍの高さ（図３におけるＨ１＝１
３００ｍｍ）から、直径５０ｍｍ、重さ５００ｇの鋼球を衝突させた。このときに割れが
発生しなかった場合を耐衝撃強度が十分であると評価し、表中「破損なし」と記した。一
方、割れが発生した場合を耐衝撃強度が不十分であると評価し、表中「破損」と記した。
【００７５】
［柔軟性についての評価］
　図４に示すように、内装カバーの両端部分に荷重をかけることにより曲げ変形を加え、
カバーの破損が発生したときの歪み率（曲げ破損歪み（％））から、柔軟性を評価した。
なお、表中「２０以上」とは、歪みが２０％となっても破損が発生しなかったことを示す
。
【００７６】
［難燃性についての評価］
　内装カバーの一端に、ＵＬ－Ｖテスト相当のバーナーで１０秒間接炎し、燃焼継続時間
（秒）を測定した。
【００７７】
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【表４】

【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】本発明の樹脂成形体の一実施形態に係る事務機器部品を備える画像形成装置の外
観斜視図である。
【図２】内装カバーの形状を示す図である。
【図３】内装カバーに対して実施した鋼球衝突試験について説明する図である。
【図４】内装カバーに対して実施した曲げ破損歪み試験について説明する図である。
【符号の説明】
【００７９】
　１０…内装カバー、１００…画像形成装置、１１０…本体装置、１２０ａ，ｂ…フロン
トカバー、１３６…用紙トレイ、１３８…排出トレイ、１４２…プロセスカートリッジ、
１５０，１５２…筐体。
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